予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：警察費　項：警察活動費　目：刑事警察費
	事業名　高齢者安全・安心対策総合事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　警察本部　生活安全部　生活安全総務課　電話番号：058-271-2424（内3011）

　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c18879@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　15,976千円（前年度予算額：1,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	要求額
	15,976
	4,553
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,423

	決定額
	13,000
	4,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,800


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　全国的に見る岐阜県の特殊詐欺の発生状況(Ｈ27年10月末現在)は、犯罪率が全国12位であり人口と比較して高い水準で発生している（人口の全国順位は17位）。高齢者が被害の中心となる振り込め詐欺を始めとした特殊詐欺の被害は、平成26年に12億８千万円を超え過去最悪となり、全刑法犯の現金被害の約７割を占めており、高齢者の被害防止対策が喫緊の課題となっている。
（２）事業内容

○　高齢者安全対策指導班による広報啓発活動

高齢者安全対策指導班による、高齢者の特質を踏まえた漫才などを取り入れた具体的で分かりやすい特殊詐欺等被害防止指導を実施する。

　○　安全・安心まちづくり推進大会の開催
　　　高齢者及び高齢者関係の機関・団体等の代表者等を招待した大会を開催し、高齢者安全対策指導班による具体的で分かりやすい講話や漫才のほか、各地域で高齢者の見守り活動を行っている団体や自治会の事例発表等を行い高齢者を守る意識の醸成を図る。

　○　高齢者安全対策官民連携会議の開催

高齢者が関係する機関、団体、自治体、金融機関、ライフライン企業等に

より組織した高齢者安全対策官民連携会議において、情報共有や組織の拡大、

今後の事業展開に向けた対策会議を開催する。
　○新安全・安心コールセンター業務の委託事業
　　　民間企業に「岐阜県警察安全・安心コールセンター」業務を委託し、事件・

事故に遭いやすい高齢者世帯に対して、電話による直接的な注意喚起を行う。
　○新特殊詐欺撲滅週間（仮称）の実施

　　　特殊詐欺被害撲滅週間を設定し、未だに特殊詐欺に対する意識の低い県民に向けた集中的かつ大々的な広報を実施する。週間初日には金融機関職員約700名を集めた決起集会を開催し、被害防止に向けての意識付けや連携を促し、特殊詐欺被害を撲滅する機運を高める。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県内に居住する高齢者に対する犯罪や事故防止のための啓発事業であり、
県負担は妥当である。また、国庫補助対象事業については、他の同種事業と

同様の割合で国庫を充当している。
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	150
	高齢者安全対策官民連携会議参加者用、特殊詐欺被害撲滅決起集会における講演者用

	需用費
	1,670
	高齢者安全対策指導班活動用、安全・安心まちづくり推進大会・
特殊詐欺撲滅週間決起集会参加者用、三師会と連携した広報啓発

	役務費
	1,072
	特殊詐欺被害撲滅決起集会案内状、ラッピングバスによる特殊詐欺被害撲滅広報料

	委託料
	12,825
	安全・安心コールセンター業務の委託

	その他
	259
	特殊詐欺被害撲滅決起集会における講演者謝礼、会場借上げ

	合計
	15,976
	


	　決定額の考え方　

特殊詐欺撲滅週間の実施については、計上を見送ります。




事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる

地域防犯活動を強化する


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	特殊詐欺認知状況
	（H  ）
	157件
（H24）
	211件
（H25）
	285件
（H26）
	（H  ）
	％


	特殊詐欺被害額の状況
	（H　）
	10億４千万円
（H24）
	11億２千万円
（H25）
	12億８千万円
（H26）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　高齢者の犯罪や事故を根絶することが目標であり、そのために各種広報啓発活動を行うもので高齢者への浸透度合いを測ることは難しいため、指標を設定することは困難である。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　平成27年９月　高齢者安全対策官民連携会議開催
　平成27年10月現在　高齢者安全指導班による講演等　151回実施

　安全・安心まちづくり推進大会の開催

　Ｈ27年８月(大垣)、９月(飛騨)、11月(恵那)、１月(可児)、２月(岐阜)


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　高齢者安全対策官民連携会議の開催により、関係機関と今後の高齢者安全対策について連携強化を図ることができた。高齢者安全指導班による分かりやすい防犯講話は好評で、高齢者から特殊詐欺の手口について理解できたなどの声が多く聞かれた。
　地域ごとに開催した安全・安心まちづくり推進大会には多くの参加者が集い、会場一体となって防犯意識の高揚を図った。またボランティアによる発表の場があったことで、他のボランティアのやる気の向上にも繋がった。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　県内の高齢者の身体はもちろん財産の保護を目的に展開する防犯活動であり、高齢者がいきいき暮らす社会とするため必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　高齢者による特殊詐欺被害は増加傾向にあり、高齢者にわかりやすい広報等は好評であり、今後の被害抑止に繋がると期待している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　高齢者による被害防止のため、限られた予算を効果的・効率的に活用するよう努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　高齢者をターゲットにした犯罪は幅広くあり、また犯行グループ自体も数多くあり、警察がこれまで展開している防犯対策・検挙対策では追いつかない状況にあるため、高齢者自身に対する犯罪への抵抗力を高める必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　今後、高齢者社会が一層進展していくことは明らかであり、犯罪のターゲットになりやすい高齢者を保護するためにも継続した対策を展開する必要がある。また、関係機関との連携を強化して進めていきたい。


